
国際分業論:展望

山　揮

I　は　じめに

1回の貿易パターンの決定因の問題は常に経済

学者の共通関心事であった。これは今日米国にお

いて将来の輸出競争力の方向を見定めようとする

努力にも見出され,また南北問題の解決を世界経

済の構造調整の中に求める際にも問われなければ

ならない。国際分業理論は現時点での諸国間の貿

易パターンを説明するのみならず,その時間的変

化の過程を明らかにしなくてはならない。

国際分業理論の優れた展望を与えている労作に

バグワッティ〔1〕とジョンソンのヴィクセル講義

〔2〕がある。前者は1960年代始めまでの国際分

業理論の展開を2つの伝統的理論を中心として扱

っており,後者は構想豊かな動態的国際分業理論

の展開を含む。バグワッティは貿易パターンの研

究が経験的実証に裏づけられなくてはならないこ

とを強調する。各理論仮説の論理的構造を究明す

ることと並行して,現実華界の中で周到な抽象化

を行なって少数の測定可能な主要変数による実証

命題を作成する努力を進めなければならない。本

稿においてもこの基本的立場を踏襲して,貿易パ

ターン決定因に関する1960年代の理論的実証的

研究の展望を行なう。

最近の国際分業理論の展開における顕著な特徴

としてつぎの3つが指摘できよう。第1は従来捨

象されたか暗示的にしか考慮されなかった技術要

因が明示的に分業理論の中に取り入れられてきて

いることである。これは経済成長論やその他の分

野における最近の展開の方向と軌を一にしている。

第2は伝統的分業理論における生産要素の国際間

不移動の大前提が取り払われ,特に資本と技術の

国際間移動がもたらす貿易パターンの変化が中心
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課題となってきていることである。第3は伝統的

な完全競争モデルから離れて,不完全な市劇肯報,

新技術の独占,寡占的産業構造等の不完全競争の

仮定が導入されてきていることである。これは国

際分業モデルの中に多国籍企業や経済統合におけ

る調整機関のような新らたな主体を翠場させてい

る。

以下Ⅱ節においては,出発点として2つの伝統

的理論とその実証的裏づけについて要約する。 Ⅱ

節では技術要因を明示的に導入することによって

2つの理論が綜合されることを示そう。 Ⅳ節では

資本蓄積や資本移動,技術の国際間伝播を導入し

て動態的分業理論が展開される。 Ⅲ節の静態的分

業理論はこの動態的理論の展開を待って始めて正

当に位置づけられるものである。Ⅴ節ではこれま

での議論で捨象された水平的分業についてその基

本的メカニズムを究明する。結びのⅣ節では国際

分業理論における実証方法について若干の問題点

を指摘したい1)0

II　伝統的国際分業理論

貿易パターンを分析するモデルでは少くとも2

回と2財が必要である。輸送費,関税その他の賞

易障害を捨象し,加えて国内での完全競争を仮定

すると,各国での2財の比較生産費の大小によっ

て両国にとって有利な国際分業パターンが決定さ

れる　a,62国の第1,2財の生産費をPi,(i-1-2,

j-a-b)で表わすと, 2国間での此較生産費格差が

PlalP2a < Pjp21

1)本稿は国際分業パターンの最近の展開の基本線

を展望することを主目的としており,参考文献も戦略

的に選んで,包括的なものとすることを意図していな
い。
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で表わされる場合には, a国は第1財を, b国は

第2財をそれぞれ輸出し合う貿易パターンが成立

する。

2国間の比較生産費格差の決定因については従

来2つの理論があった。登園生産性哩麹は生産の

投入要素の中でも労働の生産怪に注目する。 i財

の単位生産あたり労働の投入量をIi,賃金率を

ui,生産費に占める労働費用をαi,とすれば, i

財の生産費は

Pi-k-wt at

のように要因分解される。賃金率は1国内では等

しいとすれば, 2国間の比較生産費櫓差はつぎの

ように表わされる。

Pi*　Pit,

Pta, Pth

ha

ha

αla lib

α　　hb

もし右辺の2項の分母が等しいと仮定すれば,右

辺は労働生産性比率の差で表わされる。 2国間で

の労働生産性の格差をもたらすものは各国で各財

の生産に特有な生産要因の賦存の程度の相違に求

められた。これには天然資源や労働の熟練度や技

術水準等が含まれたが, 「経済的環境」として-

指され,その内容が明確にされたことはなかったO

要素比率理論(-クシャ- ・オリーン理論)では

労働以外の生産要素(それを資本としよう)も考慮

に入れて, 2国問での2要素の価椿比率の差と,

2産業間での2要素の投入比率の差とに注目する。

資本の報酬率と投入係数をn, hとすれば, i財

の生産費は

pi-Wili-¥-nki-Wili (l+(Di- DO

と表わされる。 (少は要素価楯比率(-r/w)-pは要

素投入比率(-棉)である。国内では要素価相は等

しく,投入係数は固定的(規模に関して収益不変),

且両国で共通とすると,

pla Pit h ((oa一的)小1-P2)

pza piゎ Z2 (l十!>a/>2) (1+O>bp2)

第1財の方が資本集約的(β1>β2)であるとしよう。

両国間の比較生産費の大小は要素価格比率の大小

(wa≧咄)によって決定される。すなわち両国は

それぞれ割安な生産要素をより集約的に投入する

財の生産に比較優位をもち,そのような財を互い

に輸出し合う貿易パターンが生ずる。
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労働と資本とが代替可能であり,要素価櫓比率

の値に応じて投入係数が変りうる場合にも,生産

関数が規模に関して収益不変であり　well-beha-

vedであって,且2財の要素集約度の大小関係が

要素価棉比率が変化しても変らなければ上述の命

題が成立つ。

2財の需要比率が所得水準にかかわりなく一定

であり,かつ両国で共通であるとの需要の中立性

の仮定を置くならば,各国における貿易開始前の

要素価格此率はそれぞれ相対的に豊富に賦存する

要素が割安になる。したがってこの場合上述の命

題を生産要素の物理的斌存量の比率を用いて言い

換えてよい。

いずれの理論も2国2財モデルで定式化されて

いるため,現実の貿易パターンに適用するにあた

っては多数国多数財の存在を考慮しうるよう修正

する必要があった。多数財モデルでは任意の2財

問で労働生産性比率の大小がつけられるか,また

は要素集約度の大小がつけられるならばいずれの

理論でもn個の財を2回間での比較生産費の順に

並べることができる。

荒く荒く-蝣<莞
a国は小さな数の財ほど, b国は大きな数の財ほ

ど比較優位をもつ。

労働生産憧理論の実証はマクドゥーガル〔5〕の

方法に従う。彼は1937年における世界の2大輸

出国であった英・米の第3国市場への輸出の相対

的シェアを調べるという形で多数国モデル化を行

っている。 20の輸出製造業について2国間の労

働生産性の比率と第3国市場での相対的輸出シェ

アをとると,両者の間には高い正の相関が見出さ

れる。産業分類は若干異なるが後の年次について

也,別の2国の組合わせについても比較的良好な

結果がえられている。

要素比率理論の実証はレオンティエフ〔4〕によ

って始められた。彼は米国と米国以外の世界とい

う形で2回モデノレを適用する。 1947年の投入産

出表と輸出入品目構成を用いて米国の輸出品10G

万ドルの生産に必要な資本・労働の量と輸入品

100万ドルを代替生産する場合に必要な資本・労
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働の量を計算して,輸入代替生産の方が輸出生産

よりも資本集約的であるという結果を得た。これ

は米国が世界のどの国よりも資本豊富国であると

いう常識と矛盾する。米国については1958年の

一投入産出表と1962年の輸出入構成を用いても結

果が変わらないことが確められている(ワイザ-

〔10〕)。他の諸国については理論通りの結果と逆

説的結果とが半々に得られている。日本について

の研究(市村・建元〔7〕)では対世界輸入では輸出

・の方が資本集約的になるが,対米では輸出の方が

・労働集約的,対東南アジアでは輸出の方が資本集

約的になっている。

要素此率理論に対する主要な批判の1つは要素

集約度順序が要素価格比率を異にする国の間で逆

転しうるということである。 2財の生産関数にお

いて要素間の代替の弾力性が異なれば,逆転は起

りうる。ミン-ス〔6〕ほCES生産関数を計測し

て産業間で代替の弾力性が異なることを示すとと

もに,日米間で要素集約度による産業のランキン

グの間の相関が低いことを示して,現実に逆転が

生じていると主張した。

しかしより説得的な議論は米国の貿易パターン

の特殊性に着目するものである。米国は多量の

農・鉱の生産物を輸入するが,それらの国内資源

にも恵まれているために高い関税障壁を設けて国

内産業を保護する。これらの米国内の産業は資源

の劣性を補うべく,割安な資本を用いて外国の競

争相手に比べてより資本集約的な方法を採用する。

~米国の輸出,輸入代替100万ドノレあたりの資本,

労働のみならず天然資源の投入量も計算すると,

米国の輸入代替は資本集約的であると同時にきわ

だって天然資源集約的であることが分る(グァネ

ック〔9〕,トレビス〔8〕)。また天然資源集約的

な1次産業を除くと,日米間の要素集約度による

産業のランキングにも強い正の相関(.92)が見出

される(ポール〔3])<

しかしこの議論は米国以外の国にも当てはまる

であろうか。それに天然資源集約的な1次産品の

貿易パターンは天然資源の賦存状態によって説明

しうる。残りの工業品については,単に資本労働比

率のみでは各産業の生産関数が充分に把えられな
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いという点が要素比率理論の最大の欠陥であろう。

III　技術要因の導入

要素比率理論の修正は,生産関数や労働の質が

2国内で同一であるという仮定を止めて, 2国内

での技術水準棉差や労働の熟練度の相違,ないし

は熟練労働と非熟練労働を区別してその賦存比

率が2回間で異なるという形でなされる(ケネン

〔14〕) -1 -シング〔12〕〔13〕)。他方労働生産性理

論の方でも資本コストを考慮したり,技術水準の

格差を明示的にとり入れて労働生産性の格差を説

明しようとする試みが進められてきた(ストライ

カー〔19〕)。これは2つの伝統的理論が技術要因

を明示的に導入する方向で綜合されうることを示

している。

2つの理論を合わせての一般的な形での技術要

因の導入は,経済成長論における技術進歩の型の

定式化の形を借りてなされる。 2時点での技術の

変化の表現はそのまま2国問の技術の櫓差に置き

かえられるからである(天野〔11〕)。新古典派の生

産関数の形を借りて

X-右F(X2L, hK)

)iはシフト・パラメーターである。 2国問でIl

のみが異なる場合が中立的な技術格差を表わし,

労働生産性理論の一般化は主としてこの方向をと

る。 12のみが異なる場合は2国問での労働能率の

格差を表わし,レオンティエフが自身の逆説的結

果と要約比率理論との矛盾を解消するために示唆

した方向であった。他方労働の熟練は教育訓練の

結果習得されたもので労働に体化された人的資本

(human capital)であると考えて物的資本に加え

合わせれば,それはlBのみが異なる形で表わさ

れる。また熟練労働と非熟練労働との補完性を強

調したければ,これらを別個の生産要素として生

産関数に取り入れなければならない。このとき資

本移動が比較的自由に行われてその報酬が国際間

で均等化しているとすれば,熟練労働対非熟練労

働の比率が比較生産費椿差を決定する。

ジョンソン〔2〕の資本理論的接近では 技術も

熟練労働も物的資本もすべて広義の資本の具体化



-212- 経　　　済

.、された形態であると考える。技術や熟練労働一もそ

れぞれ科学的研究や教育訓練に投資した結果生み

だされたものであり,そのサーヴィスの報酬とし

て所有者に一定の所得の流れをもたらす。これら

諸形態の資本の資本価値を合計して単純な労働人

口と対比させたものを総資本労働此率と呼ぼう。

総資本労働比率に大差のある2国間では,その比

率が低い国は非熟練労働集約的産業に此較優位を

もち,高い国は物的資本や熟練労働集約的か,技

術進歩が著しい財で比較優位をもつであろう。総

資本労働此率に大差のない2国間では資本の諸形

態への配分の相違が比較優位パターンを決定する。

そして資本の諸形態への配分では自由な市場メカ

ニズムに加えて,科学的研究や教育の面での政府

補助の役割は無視できないであろう。

このような理論面での綜合化に対応して,実証

研究の面でも2つの伝統的分業理論は識別不可能

になっている。貿易パターンに関する実証研究は

通常,生産関数の何らかの比較可能な指標を用い

て諸産業を特徴づけ,諸産業への相対的な輸出入

実績と対此させることによって,後者に現われた

此較優位のパターンと生産関数の指標との問に理

論的期待に添う経験的関係が見出されるか否かを

調べるものである。各産業の生産関数の特徴づけ

には, A)投入産出表を用いて直接及び間接の要

素投入比率を求めるもの, B)中間財は自由に貿

易されると仮定して直接の要素投入比率のみをと

るもの, C)労働の付加価値生産性を用いるもの等

がある。これを輸出入実績に結びつけるには, a)

各産業の輸出入構成比で加重して総輸出総輸入の

平均的特徴づけを行うか, ち)各産業を輸出入実績

(世界市場でのシェア等)で特徴づけて,上述の生

産関数の特徴づけとの間に相関ないしは順位相関

を求めるものである。

例えばレオンティエフの方法はAa型であり,

マクドゥーガルはCb型である。ケネン〔14〕やロ

スカンプ〔18〕はAa型の計算に人的資本の尺度も

導入して,レオンティエフ逆説が解消することを

示している。キーシング〔12〕〔13〕は熟練労働対非

熟練労働の比率をとってBaないしはBb型の計

算を行ない,そこでは米国の輸出が輸入に比べて
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熟練労働集約的であることが示されているO　スト

ライカー〔19〕は米国とカナダの相対的輸出シュア

の変化率を中立的技術進歩率の差で説明している・

が,後者は付加価値生産性の増加率で測られてお

り, Cb型の変型である。

小島〔15〕は輸出実績の指標による諸産業のラン

キングの2国問比較を行なって,所得水準の離れ

た国の間で正の相関,近接している国ので負の相

関を得ているが,諸国間の所得水準格差のかなり

の部分が人的資本賦存度の相違によって説明されノ

ることを示しているクノレ-ガ-〔16〕の分析や強い

要素集約度順序の妥当性を証明したラリー〔17〕の,

成果と合わせて考えるとこれも上述の理論を支持

するものである。

これらの実証研究はそれぞれの別個の理論仮説

を裏づけている。しかしこれらの実証結果からど

れか1つの理論を識別することはできない。上述

のA, Bは並行的な結果を示すし,人的資本の計

測方法を考慮すればこれらはまたCとも一致す

る2)。他方これらを諸産業の輸出入実績に関連づ

けるa, bの方法とも通常並行的な結果を与える

からである。すなわちこれらの実証結果は技術要

因を導入して修正され,綜合された伝統的分業理

論を支持はするが,比較優位の決定因についてそ

れ以上の情報を与えるものではないのである。

IV　動態的国際分業論

前節では人的資本も含めた生産要素の蝋存状態

や技術水準の相違が比較生産費棉差を生み,それ

2) 1産業における労働者1人あたりの平均人的資

本は,籍j熟練度級の労働投入量をLj,その貸金を

wjとすれば,
∑ j-<t{wj-Wv)Ljl∑ j-oLi

を市場利子率で除して求められる。ここでwoは未熟

紋労働の貸金である。各熟練度級の貸金は全産業を通

じて等しいとすれば,上式は熟練労働比率(Ljl∑J-0.

Lj)とも密接な関連をもつし,各産業問でのこの値の
相違は労働者1人あたりの付加価値生産性の相違を与

えるo　ちなみにラリ-〔17〕は各産業の雇用者1人あた

りの付加価値額の賃金部分と非賃金部分とをそれぞれ

人的資本集約度,物的資本集約度の指標としてとって,
目米印の3国問で集約度順序の強い相関(一致性係数二

の値は0.8S)があることを明らかにしている。
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が諸国間の分業パターンに反映されるのを見た。

しかしこれらの諸要因は時間の経過とともに変化

するものであり,それに応じて比較生産費格差も

変化する。ウィリアムズ〔35〕が40年も前に指摘

しているように,生産要素の増加や国際間移動,

哉術水準の向上等を考慮した動態的な理論化を行

なって,貿易パターンの時間的変化そのものを説

明しなければならない。

資本蓄積は通常人口増加を差引いて1人あたり

のものとして扱われるが,それにもとづく此較生

慮費パターンの変化は要素比率モデルの枠内で此

・較静態的に分析されてきた(ジョンソン〔25〕)。資

本稀少国における資本蓄積は相対価櫓不変の下で

は資本集約的な輸入競争産業の生産量を絶対的に

増加させ,需要の中立性を仮定すると輸入競争財

の価格を引下げて相手国との比較生産費格差を縮

・める効果をもつ。オニキ・ウザワ〔30〕は資本蓄積

・の過程を内生化した動学モデノレを作って2国全体

としで恒常的成長に収倣することを証明した。し

かしそれはかなり高度に単純化されたモデルであ

って,その限りでは多数財を導入して資本蓄積に

-伴う開放経済産業構造の変化の過程を叙述したペ

ンスザンバット〔20〕や小島〔27〕の比較静態分析の

方が豊富な示唆に富む。

資本移動は投資国の資本ストックを減らし,受

入国の資本ストックを増加させるという形で資本

蓄積の分析が援用されてきた(ジョンソン〔25〕)0

これは従来の購買力のトランスファー分析から一

歩を進めて,資本移動の生産力効果を取り上げて

いる。ただここで扱われる資本移動は証券投資

(支配を伴わない)であり,投資国と受入れ国との

洞の利子率櫓差に応じて移動し,受入れ国におけ

る市場メカニズムを通じて産業間に配分される。

正常なケースでは資本は資本豊富国から資本稀少

国へ移動する。その結果直接的には2国間の利子

率格差の縮少を通じて,間接的には輸入競争産業

の拡大を通じて比較生産費格差を鮪少させ,貿易

を減少させる方向に働らく。すなわち資本移動は

貿易と代替的である。

しかし資本移動が直接投資の形をとるとしたら

どうであろうか。この場合には投資対象を選択し
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うる。そしてその外国投資関数には2国間の利子

率格差のみならず,種々の要因が入り,貿易との

関係も一義的ではなくなるであろう。 1)外国の天

然資源開発に投入される場合には多くは輸出向け

であって,原料品貿易を創出する。 2)従来の輸出

先へ生産進出する場合には,低賃金や高成長市場

(高予想利潤)が誘因となる。このケースでは従来

の輸入競争産業に投入され貿易と代替的になるか

ら,上述の債権投資と類似する。しかし直接投資

に新技術の伝播が伴う場合には,進出した市場で

独占ないしは寡占力をえられるため資本移動の誘

因は強められる。 3)新しい労働集約型の技術革新

が行なわれる場合には,低賃金を求めて後進国に

新輸出産業を設立する。これは貿易創出的になろ

つ。

いずれのケースにおいても市場開発の相違や技

術の独占等の競争の不完全性を導入しなければな

らないが,資本・技術の移動と輸出創出・代替と

を結合させて行なう多国籍企業の役割は重要であ

る。 (レイトン〔28〕)

資本移動が貿易パターンに大きな影響を与える

のは技術の移動を伴なった場合であって,資本ス

トックへの付加そのものの効果は大きなものでは

ない3)。各国の経済成長において技術進歩の貢献

が大きいことを考え合わせるると,国際分業理論

の動態化は技術進歩と技術の国際間伝播を中心に

進めるべきであろう。

技術変化が国際分業パターンに及ぼす効果を説

明するには技術先導の理論と追いつきの理論とに

分けるのが便利である。ポズナ〔32〕の技術棉差理

論は後者に属する。優れた技術をもつ国は世界市

場において一時的な独占,寡占力を享受するが,

この技術格差は貿易のデモ効果や特許譲渡や直接

投資を通じて抜術が輸入国で模倣されて同化され

るにつれて消滅する。その段階では生産要素コス

ト差にもとづく比較優位のパターンが復活するで

あろう。

技術の伝播の過程は需要ラグ(demand lag)と

3)ちなみに米国の対欧投資が全欧産業投資に占め
る比率は1946年で4-5%に過ぎない。 (レイトン
〔28〕)



-214- 経　　　済

模倣ラグ(immitation lag)の2つで把えられる。

需要ラグは新技術を用いて生産された財に対する

需要が追跡国でも生ずるまでの期間である。模倣

ラグは先導国での生産開始から追跡国での生産開

始までの反応ラグ(reactionlag)と,その後先導

国と同一技術に達するまでの習得ラグ(leakning

lag)の2つからなる。需要ラグを),模倣ラグを

Lとすると, LJ　の期間先導国から追跡国へ貿易

の流れが生ずる。 Lや)の長さは技術の性質によ

って,またそれが全くの新生産物であるか既存の

密接な代替財があるか等によって当然財によって

異なる。しかし一般的に)は2国間での所得水準

櫓差や市場の布離の程度に支配される。又Lのう

ち反応ラグは企業者の意志決定に大きく支配され,

将来見込み型であるならば短かくなる。マドラ・

ナイト〔29〕の各国の鉄鋼業における酸素転炉の採

用に関する実証分析では,コスト条件への配慮よ

りも企業者の意志決定の硬直性や国際競争への露

出不足等が新技術採用を遅らす主要因になってい

ることを指摘している。

習得ラグを決定するものは新技術を習得し同化

する能力である。これにはまず科学技術者や熟練

労働の利用可能性が問題になり,より一般的には

これらを供給する教育水準の高さが問題になろう。

後者は後進国で先進技術を導入して工業化をはか

る場合に特に重要であり,この面での政府補助の

役割はしばしば指摘されている。

-フバゥア-の合成繊維品貿易に関する研究

〔24〕は技術伝播に伴なっての貿易パターンの変化

を明らかにしている。彼は16工業国をとって各

国の対世界輸出シェアを各国の模倣ラグの長さや

賃金率水準(いずれも全輸出平均に対する比をと

る。)に回帰させるクロスセクション分析を行って

いる。 1952, 57, 62の各年度について良好の結果

がえられている。いずれの係数もマイナスの有意

の値をとり,模倣ラグが長くなるほど,貸金水準

が高くなるほど輸出シュアが減少することが示さ

れる。オザワ〔31〕は戦後の日本の工業品輸出の伸

びを特許譲渡を通じての先進技術の導入に求めて,

1953-61年において技術導入が著しい産業ほど輸

出の増加率が著しいことを明らかにしている。ス

研　　　究 Vol. 20. No. 3

ペンサー・ウロニアック〔33〕の技術導入能力を決

定する吸収関数(absorption function)と導入技

術の生産力効果を評価する衝撃関数(impact fun-

ction)の概念は興味深いが,日本経済全体につい

てのマクロの時系列分析である等改善の余地は多-

い。

技術先導の撃埠は主として米国の比較優位パタ

ーンを探る努力の中で生みだされた。これは技術-

革新の連続的流れを生み出す源として研究開発活

動(research and development,略してR&D)を

重視する。いかなる国において研究開発活動が盛二

んになるかについては需要面からと供給面からの・

2つのアプローチがある。需要面からのアプロー

チは米国のように催界でもっとも高い所得水準に

あり,高労働コストの国においては,先駆的な消

費パターンや労働節約的生産方法への強い需要が

あり,研究開発活動への誘因となるとする。これ

には米国政府による宇宙開発等も含めうるであろ、

う。供給面からのアプローチは米国が科学者技術-

者等の研究開発活動を行なう上で不可欠の生産要

秦(R&D要素)を豊富に賦存していることに注目

する。グルーバー・メタ・バーノン〔22〕は前者の

立場を,キーシング〔26〕ほ後者の立場をとって,

米国の比較優位が研究開発活動集約的な電気機械,

輸送機械,化学品等にあることを実証している。

しかし彼等はいずれもこれらの産業における販売

額ないしは付加価値総額に占める研究開発支出の,

割令や,総雇用者数に占める研究開発活動従事の

科学者,技術者の比率と各産業の世界市場での輸

出実績との順位相関分析を行なっており,需要説p

供給説いずれの仮説も識別できない。

バーノン〔34〕, --シュ〔23〕の生産物堰堤墾

串は技術先導と追いつきの理論を綜合したもので

あるが,生産物の発展段階に応じて生産技術の変

化を明示的に取り入れている点で新展開といえよ

う。新生産物が初期段階から成長段階,成熟段階

と辿るにつれて生産工程は確立され,大規模生産二

に合わせて標準化される。それに応じて最適の生

産立地はR&D活動の盛んな国から輸出先の追跡

国へ,そして低コストの未熟労働を求めて低開発

国へ移動する。これは米国企業による海外直接投_
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資のパターンを明快に説明する。

ジョンソン〔2〕はⅢ節で述べた資本理論的アプ

ローチに立脚した経済発展のモデルを作ってこの

理論を精赦化した。そこでは広義の資本蓄積に伴

う所得水準の上昇と労働コストの上昇とが特定の

型の技術革新を生み,外国への技術と生産の移動

の型を決定する。しかしこれらの理論は技術先導

国を中心として展開されている。追跡国たる日本

の将来の比較優位パターンを探るには,これと対

応して追跡国を主体とした動態的分業理論が望ま

れる4)0

Ⅴ　水平的分業

最近数十年間の世界貿易パターンの顕著な変化

として先進工業国問の工業品貿易が盛んになって

きていることがしばしば指摘される。もちろんこ

の中には異った要素賦存比率(人的資本も含めて)

や著しい技術水準櫓差をもつ工業国間での要素集

約度を異にする工業品や技術の伝播過程にある工

業品の貿易も含まれ,したがって前節までに展開

した分業理論で説明可能な部分も大きい。

しかしそれと同時にEEC諸国のような生産要

素賦存状態や技術水準に大差のない諸国間での同

種の生産物の相互輸出のパターンの比重が増して

きていることが看過されてはならない。このよう

な貿易パタ-ンの程度を示す指標として,同一産

業ないしは同一商品カテゴリーに属する商品の特

定の2国間での輸出入の差額をとることができるo

D-÷写雲霊-
ここでXit Miはi産業の2国間での輸出と輸入

額(どちらか1国の側から見た)を表わす。同一商

品カテゴリー内での相互輸出の程度が高い産業で

.は右辺の輸出入差額の此率は0に近くなり,どち

らか1国のみが輸出する場合には1に近づく。 D

は工業品全体としてこのような傾向を見たもので

4)赤松・小島の雁行形態的産業発展論(小島〔27〕)

は正にこの役割を果すものであろう。そのためには従

来の資本蓄積を中心とした展開よりも前述の追いつき

の理論を導入した展開がなされなければならない。こ

の方向への1つの試みとして藤野〔21〕がある。
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ある。バラッサ〔37〕は工業品91産業分類を用い

てEEC各国の対域内諸国貿易について1958年

と1963年のD値を計算している　EECが結成

され,加盟国間の関税引下げが実施されたこの期

間内においてつぎの結果が得られている。
1958　　　　1963

ベルギ　　　　.458　　　.401

フランス　　　.394　　　.323

西ドイツ　　　.531

イタリー　　　.582

オランダ　　　.495
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EECの域内貿易については小島〔41〕,グルーベノレ

も同様な実証結果を発表しており,同様のパター

ンがさらにEEC域内貿易以外の先進国間貿易に

ついても見出される(小島〔40〕)O

このような貿易パターンは産業内分業(intra-

industry specialization)または水平的分業と呼

ばれるが5),以上の結果から最近の先進工業国問

貿易の増大傾向の中にはこの水平的分業化の進展

があること,そしてそれはEECのように同質的

な国の間で貿易障害を取り除いた状態において加

速されていることが明らかである。ところがこの

ような水平的分業は前節までの分業理論では説明

できない。貿易障害が取り除かれると2国はそれ

ぞれ比較優位をもつ産業へ特化する産業間特化

(inter-industry specialization)が生ずるからで

ある。 1産業の生産物が同質的である限り,同時

に輸入され,輸出されるパターンはありえない。

水平的分業を説明するためには,まず, a) 1産

業は差別化された商品から成立つことが仮定され

なければならない6)。これは多くの工業品,特に

最終財の場合に妥当な仮定である.しかし,同一

産巣内の生産物が同時に輸出輸入されるのみなら

ず,輸出入バランスの均等化傾向が生ずるために

5)水平的分業は,工業国と一次産品国との間の垂

直的分業に対応して工業国間のすべての貿易を表わ

す意味で用いられることもあるが,ここでは上述の狭

義の意に用いている。エルカン〔38〕は競争的特化と補

完的特化(Competitive-, complementary specializa-

tion)を用いている。

6)ここで産業とは,同一産業に属する生産物は相

互に密接な代替財であり,異なった産業に属する生産

物とは疎遠な代替財であると定義される。ペイン〔36ユ

参照。
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ほ, b)各国はそれぞれ当該産業内のいくつかの商

品について生産上の此較優位をもたなければなら

ないO　それではいかなる商品で1国は比較優位を

もつであろうか。リンダー〔43〕は市場への密着や

生産経験の蓄積がそのような比較優位をもたらす

とした。したがって1国は国内市場において代表

的需要(representative demand)をもつ産業の商

品に比較優位をもつ。各国の需要パターンは主と

して所得水準によって決定されると考えれば,所

得水準が近接している国の間で類似の需要パター

ンをもち,水平的分業が行われやすい。 (重複需

要の理論)

もう1つのアプローチは比較優位の源泉として

規模に関して収益逓増性を強調する。 2財2国モ

デルにおいて2財は相互に密接な代替財であり,

その生産は規模に関して収益逓増であるとする。

2回が生産要素の賦存状態も技術水準もほぼ等し

いならば,所得水準もほぼ等しく, 2つの財に対

する需要パターン射別だ等しいであろう。したが

って貿易開始前の2財をともに生産している状態

では,両国はいずれの財に対しても比較優位をも

ちえないであろう。この場合通常の比較生産費格

差にもとづく国際分業の余地はない。しかし両国

が何らかのきっかけをえて,それぞれ異なった財

の生産に特化するならば,生産を拡張した財にお

いて費用逓減が実現し,生産縮小した財において

は費用逓増が生じよう。 2国間では貿易とそれに

伴う生産特化を通じて比較生産費格差が生みださ

れ,それがまた貿易を促進する効果をもつ.この

場合国際分業の利益は規模の経済の実現による特

化の利益である7)0

しかし上述の定式化の中にはいくつかの問題点

が含まれる。 (1)2国に異なった財への特化のき

っかけを与え,双方にとっての利益を実現するメ

カニズムは何か　2　もし規模の経済が企業にと

っても内部的なものであれば完全競争の仮定は満

されない。すなわち不完全競争市場のモデルで,

(1)の問題が考えられなければならない。

もっとも単純なケースは1グループの後進国が

7)規模の経済は生産の大規模化に伴うより優れた

生産関数へのシフトを含む。
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対外共通関税障壁を設定し輸入代替的新産業を設

立する場合である。これは工業化の初期段階にあ

る小規模の国内市場をもつ国々が個別に最適規模

に達しない各種産業を設立する重複を避けるため

に超国家的な計画機関によって各国への産業投資

配分を行うものであり,中米共同市場において実

施されたものである。この場合相互特化にもとづ

く分業を作り出すものは国家間の合意である。

先進工業国の場合には,初期時点においては産

業内では最適規模以下での寡占的均衡が成立して

いると仮定する方が妥当であろう。関税障壁によ

って保護された小規模の国内市場をもつ,生産物

差別化の産業ではこのような状態が生じやすい

(スタイコルトイーストマン〔44〕)。このような

2国が関税引下げ等によって市場統合を行うと市

場競争圧力によって新らたな寡占的均衡状態に移

行するが,そこでは2国合計の生産物差別化の程

度は減少し, 1企業の平均生産規模は拡大し,単

位あたり生産費は引下げられよう。これはまた2

国間での産業内分業化を伴うであろう。

しかし寡占的競争における均衡は一義的ではな

い。小島〔41〕 〔42〕は双方にとって有利な調和的分

業パターンを達成するためには市場における競争

にまかせずに,国内外にわたっての合併や分業臨

定を促進するような直接的,間接的政策ないしは

法的措置を含めて全席堕昼葦を行わねばならない

とする。

相互の市場開放が規模の異なる国の問で行なわ

れるとすべての産業が大国へ集中する可能性があ

るO　エルカンは〔38〕各商品分類毎の輸出入収支を

保つ方向に関税率を調整する変型の関税同盟を換

唱しているが,これも合意的分業の一形態と見な

すことができよう。

VI　結　　　び

Ⅳ, Ⅴ節の理論は未確立であり,その実証研究

もアド・ホックな観察の城を出ないものが多い。

また新技術にもとづく分業や水平的分業がどの程

度の量的な重要性をもつものか知ることは貿易政

策の立案の上でも有用であろう。そのためには貿
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易パターンとその時間的変化についてマイゼルス

〔45〕が行なったような組織的な研究が積み重ねら

れなくてはならない。今日の著しく改善された統

計資料の累積はこれを可能にする。

結びにあたって貿易パターンの実証研究におい

ては未だに多数国モデル化が果されていないこと

を指摘したい。これはバグワッティ〔1〕も指摘し

たものである。この解決への1つの方向は世界を

単一の市場と見なす世界市場モデルと,.いくつか

の内部のみ同質的な地域市場から成ると見なす地

域市場モデノレを区別することであると思われる。

層準化されている一次産品については世界市場モ

デルが妥当するとしても,差別化が著しい工業品

については1輸出国の比較優位も地域市場間では

異なりうる地域市場モデノレの方がより適切であろ

つo
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